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6 まとめ 

現在運用されている土砂災害警戒情報は、長期指標の土壌雨量指数と短期指標の 60分雨

量を指標とし、既存の災害履歴等から設定される評価基準（クリティカルライン：CL）に

照らし合わせて評価されている。これらの設定の際には、地形や地質などの素因情報は十分

考慮されていない。本資料は、日本全国で活用可能な地形・地質に関する主題図から作成さ

れた素因情報を国土交通省が所有する過去の災害資料と比較・検証し、土砂災害の捕捉情報

として利用可能な地形・地質の素因に基づく土砂災害発生確率マップ（案）を検討し、その

結果を報告するものである。 

 

 検討に用いた地形・地質情報は、日本全国で統一的に作成されている土砂災害警戒区域

等・深層崩壊推定頻度マップ・地すべり地形分布図である。これらの地形・地質情報につい

て、土砂災害警戒情報の補足情報として利用可能とするために、標準地域メッシュの 3 次

メッシュ（1km メッシュ）毎に、各地形・地質の被覆面積率を算出し、素因情報として整

備した。 

また、利用した土砂災害情報は、国土交通省の砂防部が保有する土砂災害データベースの

うち、災害位置が特定された降雨による土砂災害（1995～2018 の 24 年間）と、国立研究

開発法人土木研究所の深層崩壊 188 事例を含む既存資料より把握した深層崩壊等の顕著な

大規模崩壊事例（1885～2018までの 134年間）である。これらの土砂災害情報と、素因情

報を整理し、土砂災害の発生に寄与する素因（災害との適合性の高い素因）及びその組合せ

を検討した。土砂災害と適合性の高い素因の組み合わせについては、災害履歴との適中率と

捕捉率の観点から災害事象別に一覧表に整理した。降雨による土砂災害では、土砂災害警戒

区域等と地すべり地形分布図の組み合わせが災害履歴との適合性が高い結果が得られた。

また、顕著な大規模崩壊は、深層崩壊推定頻度マップと地すべり地形分布図の組み合わせで、

適合性が高い結果が得られた。 

 

これらを踏まえ、地形・地質の素因に基づく土砂災害発生確率マップ（案）を試算した。

この地形・地質の素因に基づく土砂災害発生確率マップ（案）を土砂災害警戒情報の補足情

報として活用することで、地形・地質的な観点を考慮した災害発生確率の高いエリアの絞り

込みが期待される。 

 

今後は、2018 年以降に発生した災害情報の補足や、その他の素因情報（例えば DEM 等

の地形解析情報など）のほか、地形・地質の違いによる災害発生率の地域的な差の分析・検

討を踏まえ、さらなる予測精度の向上と精緻化が望まれる。 

さらに、本研究で用いた地すべり地形分布図は、1960 年～1970 年頃の空中写真を用い

て、国立研究開発法人防災科学技術研究所が整備したものである。新潟県中越地震による東

竹沢地すべりなど、その後の地震や豪雨により発生した地すべりのほか、近年の LiDARな
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どの新しい計測技術により把握された地すべり地形は含まれていない。今後、地すべり地形

分布図の活用性をより高めるためにも、継続的に地すべり地形分布図を補備するデータの

構築は重要である。土砂災害研究部土砂災害研究室では、既存の調査成果から地震による地

すべりについて、地すべり地形分布図を補備する情報を作成したので、本資料の巻末に示し

た。  
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